
日本における自営業層の世代間移動
-戦前から戦後にかけての歴史的変遷一

鄭 賢 淑
本稿では、戦前から戦後にかけての自営業層の「企業活動の担い手」への転換という位置づけに対して、
それを世代間移動から分析することによってより具体化した。分析の結果によると、自営業層は階層として
縮小しながら世代間移動における閉鎖性を高めてきたことがみられる。戦前に自営への移動はより開かれて
いたが、その理由として雇用部門からの吸収要因が弱かったことがあげられる。そのため、自営業層には自
営と被雇用の境界が暖昧な不安定就業者が含まれていた。それに対して、戦後急激に雇用部門が膨張するな
かで自営業層は縮小階層化しながら自営ホワイトカラーを中心に外からの流入を低める形で閉鎖性を高めて
きた。こうした分析結果は、自営業層のなかでも相対的に優位な地位にあり、経営状況も良好な層において
世代間移動によって分化が起こっていることを示している。

に減少し、全就業人口のなかで占める割合も90
年の14.1%から13.0%へ減少している。
従来、自営業層に関してはいくつかの視点か
ら議論が展開されてきた。戦前の自営業層をめ
ぐっては日本資本主義の後進性の観点から議論
が行われてきた。隅谷は戦前の自営業層を「都
市雑業層」として位置づけている。彼によると、
20年から30年の間に商業及びサービス業の就業
者が大きく増加したが、この中には半失業状態
のいわば雑業みたいなものも多く含まれていた
という（隅谷三喜男[1967])(2)。また、江口は
1930年の国勢調査の分析から自営業層のなかで
も下層である行商や露店商に注目し、流入の容
易なこれらの分野に過剰人口が流れ込んだとみ
ている（江口英一[1980])。その原因として戦
前の賃労働の領域が近代的労働力としては素質
の劣った、没落的自営業層を直接包摂するまで
に十分拡大しなかったことをあげている

１ は じ め に

戦前から戦後にかけて就業構造は大きく変化
してきた。農業者層は、1920年に1,392万人
(全就業者の中の52.4％）を占めていたが、減
少しつづけ1995年には380万人(6.0%)になっ
た。同期間に被雇用者層は737万人(27.8％)か
ら5,171万人(80.9%)へ増加した。こうした農
業者層の急激な減少と被雇用者層の急激な増加
のなかで自営業層は若干減少しながらも一定の
割合を保ちつづけてきた(1)。彼らは、1920年
に526万人（19.8％)を占めていた。戦後直後そ
の数は減少したものの、ピーク時であった1980
年に1,008万人(18.1%)にもなった。他方、高
度成長期に増加しつづけてきた自営業層は、80
年代以降異なる様相を示している。1990年に
870万人であった自営業層は、９５年には833万人
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合も多く（小林靖雄[1977])、２代目や３代目
の継承者も多い([ibid])。また継承と経営基
盤との関連を探ることもできるが、多くの場合、
継承者は創業者に比べて経営基盤が安定してい
る（日本労働研究機構[1996])。こうした指摘
からみられるように継承は自営業層の経営基盤
を強固にしているとみることができる。それは
自営業層の継承が事業に必要な資本や設備、そ
の他の経営資源の継承を伴っているからであ
る。ここではこうした自営業層の世代間移動と
経営基盤の確立との関連を踏まえたうえで、戦
前から戦後にかけての自営業層の世代間移動を
分析する。またこうした移動の推移が何を示し
ているかを他のデータと結び付けて自営業層が
戦前から戦後にかけて質的にも変化してきたこ
とを考察したい。
本稿では世代間移動の分析については55年か
ら95年まで５回にわたって行われたSSM調査
（｢社会階層と社会移動全国調査｣）を用いる。
SSM調査では、父と本人の階層状況に関わる
様々な項目を調べており、初職から現職にいた
るまでの職歴も細かく調べている。また55年か
ら95年までの継続調査である点で、戦前から戦
後にかけて自営業層がどのように変化してきた
かをみることができる。従来、自営業層の世代
間移動に関してあまり研究が行われてこなかっ
た原因の一つとしてはデータが十分ではなかっ
たことがあげられる。こうした点でSSMデータ
を用いた世代間移動の分析は戦前から戦後にか
けての推移をみるうえで重要であるといえる。
また自営業層の量的推移及び自営業の企業活動
の側面からの分析については国勢調査及び事業
所統計調査を用いる。
こうした問題設定の上で、以下、第２節では

世代間移動を分析する際の移動と媒介資源との
関連について議論し、そうした観点からみた自

([ibid])。
戦後こうした見方に対しては批判が提示され
たが、その代表的論者である清成は、小零細企
業の存立条件の変化によって新旧企業の交替が
進んでおり、同時に担い手においても変化がみ
られると主張した（清成忠男[1970])。彼によ
ると、新規開業者の多くは従来言われてきた失
業型あるいは副業型ではなく、能力発揮のため
に独立した人であり、新たに発生する新しいパ
ターンの経営者は専門知識あるいは専門技能を
生かすために大企業からスピンオフした人であ
るという（国民金融公庫調査部[1970];清成忠
男[ibid])。
こうした視点の変化をとおして戦前から戦後
にかけて自営業層が大きく変化してきたとみる
ことができる。他方、これらの議論からは戦前
と戦後における自営業層の状況にギャップが大
きく、戦前に相対的過剰人口と位置づけられた
自営業層がどのようにして戦後の高度成長期に
企業活動を担う人へ変化することができたかに
関して必ずしも明確にされていない。清成は戦
後における自営業層の変化を存立条件とつなげ
て議論している。彼によると、高度成長によっ
て市場の細分化、需要の個別化が進み、それが
独自の専門性をもつ中小企業の存立条件を強固
にしたという（国民金融公庫調査部[ibid];清
成忠男[1990])。しかし、彼の議論が一部の優
良自営業の事例を強調していると批判されてい
るように（中小企業事業団・中小企業研究所
[1985])、はたしてこうした変化が戦前から戦
後にかけての自営業層の全般的変化なのか、そ
れとも一部の新しい動きなのかが必ずしも明確
にされていない。
こうした問いに対する一つの答えとしてここ
では自営業層の世代間移動を取り上げる。自営
業層のなかにはすでに戦前から開業している場
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営業層の世代間移動の特徴をどのように分析で
用いるかを提示する。第３節では、戦前から戦
後にかけての自営業層の世代間階層構造の変化
を考察し、その上で世代間移動の推移を分析す
る。第４節では、継承を基準として自営業層の
なかでどういう分化が見られるかを考察する。
第５節では、今までの分析結果をまとめ、世代
間移動からみられた自営業層の特徴を自営業層
の階層研究においてどのように用いるか、その
理論的含意を述べたい。

アメリカ社会を対比させながら、ヨーロッパが
階級形成が進んでいる社会であるのに対して、
アメリカは階級を構成する成員がつねに入れ替
わっており、その点で階級形成が緩やかである
とみた。とくに彼が注目したのは、アメリカ労
働者が独立自営農民へ頻繁に移動していること
であったが、それがアメリカにおける労働者階
級の形成を阻むものとみた([ibid]:5)。
社会移動と階級形成との関係はGiddensの

「階級構造化」という概念により深められた。
彼は、世代間及び世代内移動において閉鎖性の
程度が大きければ大きいほど、明確な階級の形
成が促進されるとみた(Giddens[19731)。「世
代間移動における閉鎖性の効果は、世代間にわ
たる共通の生活経験を再生産する。また、こう
した経験の同質性は労働市場における個人の移
動が同様の報酬水準の職業に制限される程度に
よって強化されることになる」([ibid]:107)。こ
うした「階級形成」及び「階級構造化」という
概念は社会移動と関連して経済的に同一の位置
にある階級がどのようにして社会的階級へ変化
していくかを問題にした概念である。
移動において考えなければならないのは移動

を規定する媒介資源である。Goldthorpeによる
と、階級ハイアラーキーの頂点への移動機会は
大きく制限されているという。彼はこれを「閉
鎖性テーゼ」と呼んでいるが、それによると、
優越した地位にある親は､それを自分自身のた
めに、子供のために維持しようとする強い動機
付けがあるだけでなく、そうできるような資源
をもっているという(GoldthoIpe[1980]:42)。
このように移動において移動機会を規定すあ

媒介資源が関わっているとすれば、自営への移
動の場合はどういう特徴があげられるであろう
か。
第１に、自営への移動に際しては被雇用者の

２社会移動における媒介資源

階層構造がある時点における階層的地位を問
題とするのに対して、社会移動はある階層的地
位から他の階層的地位への移動を問題とする。
階層研究で社会移動が主流となったのは60年代
のはじめからである（尾高邦雄[1995])(3)｡６0
年代に高度成長が続くなかで先進諸国では高学
歴化が進み、職業構造もホワイトカラーが膨張
する形に変化した(4)。それによって親とは異
なる職業に就く可能性が高まってきたが、こう
した背景を反映して階層論では単なる一時点に
おける階層的地位だけでなく、社会移動を問題
にするようになった。
社会移動が階層研究のなかで議論されている

流れの一つとしては階級形成と社会移動の関係
に対する問題関心があげられる。Goldthorpeは、
イギリスにおける社会移動に関する彼らの関心
が、社会移動がもつ階級形成・階級行動との関
係にあることを明らかにしている(Goldthorpe
[19801)。彼は従来の階級論のなかで社会移動が
どのように議論されてきたかを検討し、マルク
スにとって社会移動が従来考えられてきたもの
より重要であったことを見出している([ibid]:
4)。それによると、マルクスは、ヨーロッパと
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ある。ここでは国勢調査を用いて戦前から戦後
にかけて農業者層と自営業層、被雇用者層の推
移を見てみよう。国勢調査からみると、戦前か
ら戦後にかけての大きな傾向として農業者層の
減少と被雇用者層の増加を見出すことができ
る。農業者層の減少は主に世代間移動をとおし
て行われたが、戦前における離農はそれほど急
激ではなかったため、農家戸数はそのまま維持
されてきた。それに対して、戦後における農業
者層の離農は農家戸数そのものを大幅に縮少さ
せるほど急激であった（並木正吉[19757])。こ
うした戦前と戦後の離農形態を規定した原因と
しては都市における雇用機会があげられるが、
戦前における雇用機会は十分ではなかった。そ
れに対して、戦後の雇用機会は既就業者の農業
者をも吸収するほど強力であった。
こうした農業者層の減少と彼らの被雇用者層

への移動という関係のなかで自営業層の推移は
若干異なっている。国勢調査によると、1920年
から1930年の間に自営業層は大きく増加した
が、それには農村から排出された人が雇用機会
がなかったため自営に流れ込んだことも一因と
考えられる。また、後の移動分析でみるように
雇用部門の吸収力がそれほど大きいものではな
かったため、既存の自営業層から他の階層へ流
出があまり行われなかったことも原因としてあ
げられる。それに対して、戦後になってから自
営業層の割合は若干減少してきたものの、80年
代までに自営業層の数は増加してきた。このよ
うに雇用部門からの吸収要因が強かったにもか
かわらず自営業層が増加しつづけたのは高度成
長期にみられた環境の変化のなかで自営業が独
自の存立条件を確保していたことがあげられる
（清成忠男[1978])。
以上の国勢調査からの考察は一時点における
考察であるが、これを世代間移動の観点からみ

移動とは異なる媒介資源を考えることができ
る。被雇用者の移動において学歴及び技能上の
資格などが重要な媒介資源であることはよく指
摘されている。自営への移動はこうした資源も
重要であるが、それに加えて資本や設備などの
資源も重要である。またこうした資源だけでな
く、経営活動を行ううえで必要な事業能力など
目に見えない形の経営資源もあげられる。
第２に、こうした資源の所有において自営業
層の内部における差が世代間の継承と関係があ
ることがあげられる。継承者は経営資源の所有
の点で非継承者より有利な位置にあると考える
ことができる。それ;には資本や設備などの有形
の資源だけでなく、無形の経営資源も含まれる。
盛山らはこうした自営業層の世代間移動におけ
る特徴を「再生産的要因」と呼んでいる。
｢人々の階層所属を決定する主要な媒介資源が
存在する」とみている点では業績主義原理も再
生産的要因も「同型の理論」であるが、「その
媒介資源が文化的、経済的、あるいは遺伝的な
もののいずれかであって、出身階層と強く相関
していると仮定されるならば、再生産論になる」
という（盛山和夫・直井優・佐藤嘉倫・都築
-治・小島秀夫[1990]:33)。また「農業・非農
業における自営業層及び経営者層への参入にお
いては、これらの資源を相続できるかどうかが
鍵となり、相続できない者の参入は相対的に困
難である」と指摘している([ibid]:33)。
ここではこうした特徴を考慮しながら自営業

層の世代間移動の趨勢を分析することにする。

３世代間移動

3.1世代間階層構造の変化
世代間移動の推移を論ずる前に、自営への移

動機会を規定する階層構造の変化を見る必要が
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ても同様のことがいえる。図１は父と子の間に
おける農業者層と被雇用者層、自営業層の階層
構造の推移をコーホート別に示したものであ
る。グラフの値はそれぞれコーホートごとにみ
た40歳職の割合である(5)。それをとおして３
つの階層における世代間再生産の状況を知るこ
とができる。大きな流れとして父と子ともに農
業者層の減少と被雇用者層の増加を指摘するこ
とができる。したがって、世代間でみると、戦
前から戦後にかけて農業者層は縮小再生産を、
被雇用者層は拡大再生産をしていたとみること
ができる。
それに対して、自営業層は異なっている。自

営業層の場合、46-55年時点を境界として父自
営と子自営の割合は逆転している。戦前におい
て子自営は父自営より割合が大きく、これをと
おして戦前における自営業層は拡大再生産をし
ていたことがわかる。戦前における自営業層の
世代間階層構造の変化には農村における排出要

因と彼らを受け入れる雇用部門からの吸収要因
が関わっていると考えられる。父は子に比べて
農業者層の割合が圧倒的に大きく、その代わり
に被雇用者層及び自営業層の割合が低い。それ
に対して、子は父に比べて農業者層の割合がか
なり減っているが、これは農村からの排出要因
が働いていることを意味している(6)。その代
わりに増えているのが被雇用者層と自営業層の
割合である。
ところが、戦後になってから父自営より子自

営の割合が一貫して低くなっており、縮小再生
産をしていたことが分かる。他方、46-55年時
点のコーホートから76-85年時点のコーホート
にいたるまで子自営の割合は増え続け、８６-９５
年時点のコーホートになってから子自営の割合
は減っている。これは各コーホートにおける40
歳職をみたものであるため、国勢調査からみた
全体の推移とは若干異なっているものの、大ま
かな傾向としてほぼ一致している。
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図１階層構造における世代間の変化
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まず、流出率と流入率から見てみよう。流出
率は、父の階層を基準として子が父のそれと異
なる階層に属している者の割合である。流入率
は、子の階層を基準として親がそれと異なる階
層に属している者の割合である。これらの指標
は上でみた階層構造の変化と関連がある（安田
三郎[1971])。一般的に拡大階層の場合、流出
率は低く流入率は高くなる。それに対して、縮
小階層の場合、流出率は高く流入率は低くなる
傾向がある。
図２はコーホート別にみた流出率と流入率の
推移である。まず、流出率をみると、農業者層
は戦前と戦後の間に大きな違いがある。戦前に
流出率が低かった農業者層は高度成長期（66-
75年時点のコーホート）を起点として流出率が
急激に増加している。それに対して、自営業層
と被雇用者層の流出率を比較してみると、一部
のコーホートを除いて自営業層（自営Ｗと自営
B)が被雇用者層（雇用Ｗと雇用B)に比べて
流出率が高くなっているが、流出した人のほと
んどは雇用部門へ吸収されたとみることができ
る。
自営業層の場合、同じ自営業層のなかでも自

営Ｗと自営Ｂの流出率はかなり異なっているこ
とが注目に値する。自営Ｗは戦前に流出率が低
かったが、46-55年時点のコーホートにおいて
一時的に流出率が高くなり、その後のコーホー
トにおいて流出率は一貫して低下している。そ
れに対して、自営Ｂは26-35年時点のコーホー
トにおいて流出率が低かったが、その後のコー
ホートにおいて流出率は増減を繰り返してお
り、流出率は必ずしも下がる方向にはいってい
ない。とくに自営Ｗと自営Ｂが大きな違いを示
すようになるのは76-85年、86-95年時点のコー
ホートにおいてで、高度成長期以降が自営Ｗと
自営Ｂを分ける一つの転機であったことがわか

こうした世代間階層構造の変化が意味するの
は強制移動(7)をもたらす構造的変化であるが、
被雇用者層が拡大階層に、農業者層が縮小階層
になるという大きな流れの中で、自営業層が、
戦前には一時的に拡大階層として雇用部門の代
替の役割をしていたこと、それに対して戦後に
なってから縮小階層の傾向を示しながら農業者
層のように分解することなく持続していたこと
が分かる。次に、こうした世代間階層構造の変
化のなかで強制移動を含めてどのように移動が
行われていたかをみてみよう。

3.2世代間移動の推移
まず、世代間移動をめく．っては移動をはかる

時点として何をとるかが重要な問題となってい
る。移動の時点によって移動の様相が違ってく
るからである。佐藤は、世代間移動をはかる時
点として本人の40歳職をとるのが望ましいと指
摘している。SSMデータからみると、父主職は
本人の15歳時の父職と95%が重なっており、戦
後の父と本人の平均年齢差が28歳であることを
考えると、父主職は40歳時点における職業階層
とみることができるという（佐藤俊樹[1997])。
ここではこうした指摘を取り入れて父主職と本
人の40歳職を世代間移動の時点とすることにし
たい(8)。
世代間移動は同じ自営業層のなかでもホワイ
トカラーとブルーカラーの間で異なっている。
そのため、自営業層と被雇用者層をホワイトカ
ラーとブルーカラーに分け、自営ホワイトカラ
ー、自営ブルーカラー、被雇用ホワイトカラー、

被雇用ブルーカラー、農業者層の５つに分けて
考察する（以下、自営Ｗ、自営Ｂ、雇用Ｗ、雇
用Ｂ、農業と表記）(9)。ここでは世代間移動
を流出率と流入率、Glassの分離指数（流入指
数)、安田の開放性係数の側面から捉える。
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る。
次に流入率の推移をみてみよう。他の階層に

比べて農業者層の流入率はもっとも低く、すで

に戦前から農業者層は縮小するカテゴリーであ
ると同時に閉鎖的カテゴリーであったことがわ
かる。農業者層の流出率が戦前にかなり低かつ
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図２世代間移動における流出率・流入率の推移
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に対して、自営Ｂはコーホートごとに変動が激
しく、方向として必ずしも流入率が下がってい
るとはいいにくい。
以上の流入率が事実移動量の側面から捉えた
ものであるのに対して、これを事実移動量と完
全移動における流出量の比、つまり分離指数で
みることもできる。こうした分離指数の推移を
とおして、強制移動と純粋移動をともに含んだ
うえで、現実の移動が機会均等な完全移動にど
の程度近づいているかをみることができる（今
田高俊[1989]:228)。
表１はコーホート別にみた分離指数（流入指
数）の推移である。それをみると、流入率から
みた場合とほぼ同様に、自営業層は他の階層か
らの流入が低い階層であることが分かる。とく
に自営Ｗの場合、流入指数は戦後一貫して減少
している。それに対して、自営Ｂの流入指数は
増減を繰り返しており、下がる方向にはいって
いないことも注目に値する。
こうした分離指数は階層構造の変動による強

制移動をも含んでいるが、これを開放性係数と
比較してみると（注１0を参照)('0)、自営Ｗと
自営Ｂにおいて戦後時点のコーホートの場合、
縮小階層となっていたため、開放性係数とここ

たことと高度成長期に彼らの流出率が急に高く
なっていることを合わせて考えると、農業者層
の移動をもたらしたもっとも大きな要因が雇用
部門からの吸収という強制移動の要因であった
ことが分かる。それに対して、自営業層は被雇
用者層に比べて自営Ｗ、自営Ｂともに流入率は
低くなっているが、これは父の階層を継承する
人の割合が被雇用者層に比べて多いことを意味
する。逆にいうと、事実移動量の面から見て自
営業層の子ではない人が自営業に入ることが少
ないことを示している。
流入率の推移において注目に値することは、
流出率の推移と同じく自営Ｗと自営Ｂとは対照
的傾向を示している点である。自営Ｗは46-55
年時点のコーホートにおいて一時的に流入率が
高くなっており、その後のコーホートにおいて
流入率は減少しつづけている。また、56-65年
時点のコーホート以降に農業者層を除いて自営
Ｗの流入率がもっとも低く、自営Ｗが他の階層
からの流入が低い階層であることも注目に値す
る。46-55年時点のコーホートから全階層のな
かで自営Ｗの占める割合が増加したにもかかわ
らず、流入率が減少したのは自営Ｗの強い世代
間移動における閉鎖性を表すものである。それ

表１分離指数の推移

1886-95＊１８９６-０５１９０６-１５１９１６-２５１９２６-３５１９３６-４５１９４６-５５
８６-26-35）（36-45 】-K

､８２０
．８８９
．４９５
．６５２
．３１３

.８５８
．９１１
．５７９
．８９１
．０００

､８１３
．９５１
．６７５
．６８６
．３６０

､８４９
９５５
．７１９
．８３３
．１９４

.８９４
．８４２
．８２６
．７７４
．２６６

808
942
633
929
364

雇用Ｗ
雇用Ｂ
自営Ｗ
自営Ｂ
農業

､８６７
．９０９
．７２４
．７５４
．３５３

注：＊は出生コーホート(４０歳職の時点)を示す。

分離指数=(h.j-鐘"ih.j-FM,
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’にあげた分離指数は同じである。これはもとも
と開放性係数が、拡大階層の場合は流出指数と
同じで、縮小階層の場合は流入指数と同じであ
るからである。これが意味するのは、自営Ｗの
場合、戦後になってから縮小階層化しながら自
営業への純粋移動も低くなっていることであ
る。つまり、強制移動を除いて考えた場合でも
自営Ｗの場合、世代間移動における閉鎖性が強
まっていることを意味するのである。それに対
して、自営Ｂの場合は必ずしも一貫して低下し
たとはいえない。
以上の分析の結果を簡単にまとめると以下の
とおりである。自営業層は農業者層のように階
層として大幅な減少を経験しなかったが、自営
業層の人口比率は停滞または若干ずつ減少して
きた。農業者層は高度成長期になってから流出
率を急に高め、流入率に関してはすでに戦前か
ら他の階層から孤立し閉鎖性を示していた。そ
れに対して、自営Ｗは戦後縮小階層となり流出
率及び流入率は一貫して低下してきた。自営Ｂ
も戦後同じく縮小階層となり若干の変化を示し
ながらも一貫して流出率と流入率が減るという
傾向は示してない。これは自営業層が縮小階層
化しながら自営Ｗを中心に閉鎖性を高めてきた
ことを意味する。

職業区分ではなく、「人々の職業活動において
いかなる技能が重視されるか」に基づくもので
ある（盛山和夫・直井優・佐藤嘉倫・都築一
治・小島秀夫[19901)。こうした違いは職業威
信にも現れ、自営Ｂは自営Ｗより職業威信が低
い。こうした区分に現れているように自営Ｗの
相対的に優位な地位が継承の強化と結びついて
いると考えることができる。
他方、自営Ｗと自営Ｂの間の違いは実質的経
営状況における違いとしても現れる。自営業層
の世帯収入を彼らの経営状況とみなすならば、
いずれのコーホートにおいても自営Ｗの世帯収
入は自営Ｂのそれを上回っている。こうしたこ
とから自営業の継承には経営展望を含む、経営
状況が関わっているとみることができる。小規
模企業の経営者の「一代経営」に関する考え方
をみると、その企業の経営状況（あるいは事業
分野の成長性）がよければよいほど継承志向が
高まっていることがみられる（稲上毅
[1989])。また最近の製造業の経営者の調査に
よると、継承有無別に分化が起こっており、継
承者は学歴やキャリア、経営基盤において創業
者と異なっていることがみられる（日本労働研
究機構[1996])。継承者は「比較的古い企業'の
家に生まれ、大学を出た後、相応の会社に就職
するか、あるいは親兄弟の経営する会社に入り
…営業成績は安定しているか成長途上である」
のが一つの理念型であるのに対して、創業者は
｢まず雇用者として製造業系企業に就職し、…
そこで身につけた技能を武器として30～40代と
いう若い年齢で独立・開業するが、企業規模的
には前いた企業と同等か、それ以下の小規模・
零細を経営する場合が多い。…経営状況は安
定・成長しているとは言い難い」のがもう一つ
の理念型である([ibid]:254)。こうした継承賓
源と継承の程度の関連はすでに19世紀ヨーロッ

’

’
’

’

４継承を基準とした分化

移動のデータが示しているのはここまでであ
る。ここではこうした自営Ｗを中心とした閉鎖
性の強化が何を意味するのか、それに関して考
察してみよう。自営Ｗといえば、大多数を占め
ているのは販売職であり、その他に専門職と管
理職が含まれる。それに対して自営Ｂには熟練、
半熟練、非熟練的職業の技能職が入っている。
こうした自営Ｗと自営Ｂの区分は単なる名目的
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が戦後新しいタイプとして提示した自営業の位
置づけに対して、それを世代間移動の側面から
確認させるものである。自営業層はこうした継
承をとおして戦前から戦後にかけて内部的に変
化しながらその地位を確立してきたとみること
ができる。それによって辿り着いたのが彼らの
企業活動の担い手としての位置づけであること
は清成が提示しているとおりである。
従来、階層研究において自営業層を企業活動
を行う階層であるという側面から捉えようとす
る試みはあまりなかったといえる。自営業層が
異質多元的であるにもかかわらず、なぜ彼らを
一つの階層として捉えることができるかに関し
て注目されたのが、被雇用者とは異なる自営業
層の労働状況及び市場状況である。彼らは自分
の生産手段をもっており、労働力を売ることな
く自分のための労働を行う。また、労働過程に
おいて他人に統制されることなく自律性を発揮
している。ただし、従来の議論では自営業層が
その活動によって企業家へ転化する可能性があ
ることに関してはあまり注目しなかった。マル
クス的視角では、自営業層は剰余価値が生産で
きないとされる家族経営までに限定きれている
(Wright[19781)。またウェーバー的視角から自
営業層を定義しているBechhoferらにとっても
自営業層は小規模の経営者に限定される
(Bechhofer,Elliott,RushfOrthandBland[1974])。
Goldthorpeにとっても彼らが企業活動を行う階
層であるということはあまり考慮されていない
(Goldthorpe[19801)。こうした自営業層の限定
は自営業層が周辺化しつつあるという彼らの結
論をも規定する結果になっている。そのため、
こうした定義からは自営業層の企業活動を行う
階層としての特徴はあまり浮き彫りにされなか
ったといえよう。
日本でも長い間、自営業は企業以前の経営で

パの自営業層にもみられるが、自営業層のなか
でも先代から家業を続けていた伝統層は親から
子へと事業を受け継がせることで同質性を維持
し、彼らの地位が低下するのを防ごうとした
(Encsson[1993]:175-177)。こうした既存研究
から考えると、自営Ｗにおいて閉鎖性が高まっ
ていることは、彼らが経営状況及び経営展望な
どの面で優位であることの反映であるともいえ
る。
他方、こうした継承の反対として廃業も起こ
っている。たとえば、既存の小売業の小零細企
業が廃業する場合をみると、その多くは担い手
の高齢化や後継者の不在などによって自主廃業
することが多い（国民金融公庫[1975])。これ
らの企業は経営基盤がかなり零細で経営の見通
しもなく、一人または二人で経営している場合
が多い([ibidl)。事業所統計調査をみると、製
造業と卸小売業においてはすでに80年代から1-
４人規模の事業所数の減少がみられる。とくに
卸小売業における減少が大きい。こうした小規
模企業の減少には従来から存在していた自営業
が高齢化とともに自主廃業する例が多く含まれ
ていると推測することができる。
以上のことをとおして、自営業においてある
程度の経営基盤があるところでは継承の強化が
行われ、経営基盤が貧弱であるところでは廃業
が行われる。それによって継承によって自営業
層における分化が生じていると指摘することが
できる。

５むすび

以上の考察から自営Ｗにおいて世代間移動の
閉鎖性が高まっていること、その背後に自営Ｗ
の技能上の優位性及び経営状況が関わっている
ことをみてきた。こうした考察の結果は、清成
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あるとされてきた。しかし、ここでの分析が示
しているように自営業層の内部において移動の
閉鎖性が高まっており、継承を基準として分化
が起こっているとしたら自営業層が資源の継承
に基づいて企業活動を行う階層である点に注目
して彼らを捉え直す必要がある。今後、本稿に
おける移動分析の結果を踏まえて、さらに企業
活動の観点から日本における自営業層がどのよ
うに変化してきたか、戦前から戦後にかけての
彼らの変遷の歴史を探りたい。

際社会学会の主導によって展開された1940年代の
後半から1950年代の後半にいたるまでの「階層構
造の測定の時期」である。第２の局面は1960年代
はじめから1970年代のはじめにいたる「社会移動
の国際比較の時期」である。第３の局面は1970年
代のはじめから盛んになった「地位達成過程の分
析の時期」である(尾高邦雄[1995])。
(4)今田は、こうした変化を産業化のテーゼの一つ
として「高学歴化テーゼ｣、「雇用のホワイトカラ
ー化テーゼ」と呼んでいる（今田高俊[1989])。

(5)ここであげた40歳職を移動時点と設定した理由
に関しては次の第４節の本文で言及している。
(6)並木は、農村からの排出に関して、農家人口の
流出は景気の好不況にかかわらず長期的にはその
自然増加分にひとしく、短期的には極めてコンス
タントであったとみている。その割合は農村にお
ける人口増加の７割から８割に上っており、１９２０
年から40年までに安定している。これをとおして
彼は農村人口の移動に関しては押し出す(pusim)
機能こそが重要であったと指摘している（並木正
吉[1957])。
(7)移動には、社会移動市場における需要供給のバ
ランスの傾斜によって生ずる強制移動と、その社
会の開放性（移動への障碍の低さ）によって生ず
る純粋移動がある。強制移動と純粋移動を合わせ
たものを事実移動と呼ぶことができる（安田三郎
[1971])。
(8)ここでは時期的変化を表すために記述に際して
は各コーホートの出生年度ではなく、本人の40歳
職の時点をあげて-年時点のコーホートと記述
する。各コーホートのサンプル数を見ると、
1886-1895年が188人(SSM55年60代)、1896-1905
年が313人(55年50代)、1906-1915年が415人(55年
４０代)、1916-1925年が366人(75年50代)、1926--
1935年が562人(75年40代)、1936-1945年が218人
（95年50代)、1946-1955年が257人(95年40代)であ

(付記）本稿は、1995年SSM調査研究会の許可を
えて書いたものである。

註
(１)ここであげた被雇用者層、農業者層、自営業層
の推移は国勢調査に基づいており、自営業層は非
農林漁業における自営業主または家族従業者で、
農業者層は農林漁業部門における就業者である。
本稿における自営業層の定義は、「非農林漁業にお
いて自分の生産手段を用いて、自分の労働及び家
族従業者または少数の被雇用者の労働に支えられ
て企業活動を行う業主及び家族従業者」である。
分析に際して国勢調査を用いた場合は国勢調査に
おける自営業者の定義にそのまま従っているが、
SSMデータを用いた場合は従業者数30人以下の経営
者までを自営業層とみて分析を行った。
(2)彼のいう「都市雑業層」とは、「大企業と中小企
業のほかの、零細工業・家内労働・零細小売商な
ど、雑多な営業を多数包含し、そこに本来的な賃
労働のほかに零細企業労働者、家族労働者、家内
労働者、人夫・日雇その他雑業など、雑多な生業」
などを含む層である（隅谷三喜男[1967]:63)。
(3)尾高は、戦後における階層研究の流れを回顧す
るなかで、世界の社会階層研究の流れを大きく三
つの局面に分けて考察している。第１の局面は国
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る。ブルーカラーとは、熟練、半熟練、非熟練的

職業の技能職である。
(10)開放性係数の推移を示すと以下のとおりであ
る。

る。

(9)ここにおけるホワイトカラーとブルーカラーは
SSM8分類に従っている。具体的には、ホワイトカ
ラーとは、専門職、管理職、事務職、販売職であ
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